別記第１号様式（第７条関係）
　　年　　月　　日　
大豊町長　　様

住所　　　　 　　　　　　　　
代表者・氏名　　 　　　　　　　　　　

補助金交付申請書

下記のとおり事業を実施したいので、大豊町空き家活用社宅改修事業費補助金交付要綱第７条の規定により、補助金　　　　　　　円の交付を申請します。

記

１　事業の目的


２　事業着手予定年月日


３　事業完了予定年月日


４　添付資料
(1) 事業内容及び収支予算書（別紙１）を確認できる資料（見積書等）
(2) 同意書兼誓約書及び承諾書
(3) 事業実施場所の位置図・施工前の現場写真
(4) 空き家の売買契約書及び領収書の写し又は賃貸借契約書の写し
(5) 申請者の県税等の滞納がないことを証する証明書
(6) その他町長が必要と認める書類

[bookmark: _Hlk1147134]
（別紙１）
収　支　予　算　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	予算額
	備考

	町補助金
	
	

	その他
	
	

	計
	
	



２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
（事業名）
	予算額
	補助対象経費の
積算根拠
	備考

	

	

	

	












	計
	　
	　
	














年　　月　　日

大豊町長　　　　　　　様


住　所　　　　　　　　　　　　　　

　氏　名　　　　　　　　　　　　　　

同意書兼誓約書及び承諾書

　私は、大豊町空き家活用社宅改修事業費補助金を申請するにあたり、以下の内容について同意、誓約します。


・町税の納付状況等に関して、事務担当者が町の公簿等によって確認すること。
・申請者及び申請者を含む世帯員に、暴力団員及び暴力団関係者がいないこと。
・申請した空き家は、従業員の住居を目的としたものであること。
・従業員にあっては、住民票を社宅へ移動すること。
・空き家は事業者の所有又は空き家所有者との賃貸借契約を交わしたものであること。
※所有者記入欄（事業者が空き家所有者でない場合のみ記入してください。）
　申請者が本補助金を利用し、申請書の内容で空き家の改修を行うこと、及び原状回復義務を免除することを承諾します。また、補助金要綱第16条に基づき、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、取り壊し、売却又は担保に供することなく、事業者が従業員の居住の用に供することを承諾します。

　　　年　　　月　　　日
　
　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　㊞
（社宅所有者が個人の場合、自署であれば押印省略可）



